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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を

各省庁単位で区分し、所管の特別会計を合算し、各省庁に資産や負債が帰属する

と擬制するなどの一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に

独立しているものではない点にご留意下さい。 

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基準」及び

各省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 
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貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成26年    
     3月31日

平成27年    
     3月31日

平成26年    
     3月31日

平成27年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

未収金 未払金193 239 13 15

前払費用 賞与引当金1 1 1,121 1,188

有形固定資産 退職給付引当金94,006 80,585 18,534 18,427

国有財産（公共用
財産を除く）

その他の債務等36,428 36,558 465 642

土地 23,530 24,340

立木竹 58 64

建物 7,478 7,135

工作物 負 債 合 計5,361 5,017 20,135 20,274

物品 ＜資産・負債差額の部＞57,577 44,027

無形固定資産 資産・負債差額7,130 7,292 81,195 67,843

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 101,331 88,118 101,331 88,118
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業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成25年 4月 1日) (自 平成26年 4月 1日)
(至 平成26年 3月31日) (至 平成27年 3月31日)

人件費 13,826 16,761

賞与引当金繰入額 1,121 1,188

退職給付引当金繰入額 1,111 1,160

委託費 30,596 67,556

分担金 0 0

庁費等 23,652 20,678

その他の経費 2,878 3,464

減価償却費 13,066 17,073

資産処分損益 1,489 39

本年度業務費用合計 87,744 127,921

CO310164
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資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成25年 4月 1日) (自 平成26年 4月 1日)
(至 平成26年 3月31日) (至 平成27年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 69,156 81,195

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 87,744 △ 127,921

Ⅲ　財源 100,041 113,850

　　主管の財源 3,369 2,302

　　配賦財源 96,671 111,547

Ⅳ　無償所管換等 △ 163 △ 99

Ⅴ　資産評価差額 △ 95 819

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 81,195 67,843
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区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成25年 4月 1日) (自 平成26年 4月 1日)
(至 平成26年 3月31日) (至 平成27年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 3,368 2,261

配賦財源 96,671 111,547

財源合計 100,040 113,809

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 16,572 △ 19,148

委託費 △ 56,285 △ 67,556

分担金 △ 0 △ 0

庁費等の支出 △ 24,271 △ 23,256

その他の支出 △ 2,878 △ 3,464

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 100,008 △ 113,425

(2)施設整備支出

工作物に係る支出 △ 32 △ 383

施設整備支出合計 △ 32 △ 383

業務支出合計 △ 100,040 △ 113,809

業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

財務収支 - -

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

本年度末現金・預金残高 - -

CO310164
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注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ

く定率法（平成 19年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額法）によっている。なお、残存価額まで到達

している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備

忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

物品（美術品を除く）については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に

基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物

品については、耐用年数を経過した翌会計年度から5年間で備忘価格1円まで均等償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、利用可能期間（5 年）の開発費等の累計額を資産価額とし、利用可能期

間に基づく定額法によっている。 

(2) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6 月支給分の 4/6）を計上している。 

② 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

(3) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

・平均給与上昇率 ： 2.9％ 

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

・割  引  率 ： 4.2％ 

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 

 

２ 翌年度以降支出予定額 

(1) 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 1,575百万円 

(2) 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 107,870 百万円 

 

３ 追加情報 

(1) 合算する特別会計 

省庁別財務書類においては、以下の特別会計を合算している。 

・東日本大震災復興特別会計（内閣所管分） 
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(2) 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。 

(3) 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「未収金」には、損害賠償金債権等を計上している。 

・「前払費用」には、自動車損害賠償責任保険料の前払保険料を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に庁舎敷地等に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎敷地の樹木を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎に係る工作物を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品（美術品については 300 万円以上）に

ついて、美術品を除く物品は取得価格（見積価格）から減価償却費相当額を控除した後の価額、

美術品は取得価格（見積価格）で計上している。 

・「無形固定資産」には、著作権については国有財産台帳価格、電話加入権及びソフトウェア仮勘定

については取得価格、ソフトウェアについては取得に要した費用から減価償却費相当額を控除し

た後の価額で計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当に係る未払額を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産等を計上して

いる。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当

及び賞与に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上している。 

・「賞与引当金繰入額」には、6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「委託費」には、情報収集衛星システム開発等委託費等を計上している。 

・「分担金」には、国際人事管理機関連合会分担金を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却、除却により生じた損益を計上している。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、主管の徴収決定済額から、物品売払収入を除いた額を計上している。 
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・「配賦財源」には、所管の支出済歳出額と主管の収納済歳入額との差額を計上している。 

・「無償所管換等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産の異動額等を計上

している。 

・「資産評価差額」には、国有財産の台帳価格の改定に伴う評価差額を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、主管歳入の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、所管の支出済歳出額と主管の収納済歳入額との差額等を計上している。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に

該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「委託費」には、情報収集衛星システム開発等委託費等を計上している。 

・「分担金」には、国際人事管理機関連合会分担金を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施

設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち工作物に係る経費を計上している。 

(4) その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 
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附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

(1) 会計別の資産及び負債の明細 

 

（単位：百万円）

一般会計
東日本大震災復

興特別会計
相殺消去 合算合計

＜資産の部＞

未収金 239 - - 239

前払費用 1 - - 1

有形固定資産 80,585 - - 80,585

国有財産（公共用財産を除く） 36,558 - - 36,558

土地 24,340 - - 24,340

立木竹 64 - - 64

建物 7,135 - - 7,135

工作物 5,017 - - 5,017

物品 44,027 - - 44,027

無形固定資産 7,292 - - 7,292

資産合計 88,118 - - 88,118

＜負債の部＞

未払金 15 - - 15

賞与引当金 1,185 3 - 1,188

退職給付引当金 18,426 1 - 18,427

その他の債務等 642 - - 642

負債合計 20,269 4 - 20,274

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 67,848 △ 4 - 67,843  

 

(2) 資産項目の明細 

① 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

利息債権 個人等 46

返納金債権 個人等 1

損害賠償金債権 個人等 190

延滞金債権 法人等 1

合計 239  
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② 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度

減価償却額

評価差額
(本年度発生

分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 36,428 383 3 1,066 816 36,558

行政財産 36,428 383 3 1,066 816 36,558

土地 23,530 - - - 810 24,340

立木竹 58 - - - 6 64

建物 7,478 - - 343 - 7,135

工作物 5,361 383 3 723 - 5,017

物品 57,577 1,569 56 15,062 - 44,027

　物品（美術品を除く） 57,402 1,569 56 15,062 - 43,851

　美術品 175 - - - - 175

小計 94,006 1,952 60 16,129 816 80,585

（無形固定資産）

国有財産 8 - - - 3 11

行政財産 8 - - - 3 11

著作権 8 - - - 3 11

ソフトウェア 3,466 1,101 - 943 - 3,624

ソフトウェア仮勘定 3,606 - - - - 3,606

電話加入権 49 2 1 - - 50

小計 7,130 1,103 1 943 3 7,292

合計 101,136 3,056 62 17,073 819 87,877  

 

(3) 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当 職員 15

合計 15  

 

② 退職給付引当金の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 14,999 893 1,116 15,222

整理資源に係る引当金 3,534 373 43 3,205

合計 18,534 1,266 1,160 18,427  
 

③ その他の債務等の明細 

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

リース債務 法人 110

未渡不動産
財政投融資特別会計特定国有財
産整備勘定

493

東日本大震災復興特別会計にお
いて計上している退職給付引当
金のうち、内閣一般会計が負担
する退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会計 38

合計 642  
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２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

一般会計
東日本大震災復

興特別会計
相殺消去 合算合計

人件費 16,749 12 - 16,761

賞与引当金繰入額 1,185 3 - 1,188

退職給付引当金繰入額 1,158 1 - 1,160

委託費 67,556 - - 67,556

分担金 0 - - 0

庁費等 20,678 - - 20,678

その他の経費 3,436 27 - 3,464

減価償却費 17,073 - - 17,073

資産処分損益 39 - - 39

本年度業務費用合計 127,877 44 - 127,921  
 

(2) 委託費の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

情報調査委託費 ㈱共同通信社外 757
内閣の重要政策に関する情報の収集及び分析
その他の調査

社会保障・税番号制度シス
テム開発等委託費

民間団体等 5,699
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関するシステム開発等

健康・医療戦略推進調査委
託費

日本システムサイエン
ス株式会社

16
医療・介護・健康の包括的なＩＣＴ化を図
り、デジタル基盤の構築を図るための基礎的
な調査

情報収集衛星システム開発
等委託費

独立行政法人宇宙航空
研究開発機構外

61,081 情報収集衛星システムの開発等

合計 67,556 　  

 

(3) 分担金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際人事管理機関連合会分
担金

国際人事管理機関連合
会

0 国際人事管理機関連合会の分担金

合計 0 　  
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３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の資産・負債差額の増減の明細 

（単位：百万円）

一般会計
東日本大震災復

興特別会計
相殺消去 合算合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 81,198 △ 2 - 81,195

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 127,877 △ 44 - △ 127,921

Ⅲ　財源 113,806 43 - 113,850

主管の財源 2,302 - - 2,302

配賦財源 111,503 43 - 111,547

Ⅳ　無償所管換等 △ 98 △　0 - △ 99

Ⅴ　資産評価差額 819 - - 819

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 67,848 △ 4 - 67,843  

   

(2) 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 　 25

国有財産使用収入 　 1

小計 　 26

諸収入 許可及手数料 　 0

弁償及返納金 　 2,160

雑入 　 115

小計 　 2,276

合計 　 2,302  

  

(3) 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

内閣府 21 物品 所管替

内閣府 △ 18 物品 所管替

財政投融資特別会計特
定国有財産整備勘定へ
の未渡不動産差額

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘
定

△ 140
その他の債務
等

特定国有財産整備勘定への未渡
不動産

その他 36 物品 報告漏れ

誤謬訂正

　 0
退職給付引当
金

過年度の退職給付引当金計上額
に係る端数処理の誤謬訂正によ
る増

△ 99合計

財産の無償所管換等
（受）
財産の無償所管換等
（渡）

 

 

CO310164
タイプライターテキスト
－11－



 

(4) 資産評価差額の明細 

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産

　国有財産（公共用財産を除く） - 816 816 　

  　行政財産 - 816 816

　　　土地 - 810 810 国有財産台帳の価格改定

　　　立木竹 - 6 6 国有財産台帳の価格改定

無形固定資産  　

　国有財産 - 3 3  

  　行政財産 - 3 3  

　　　特許権 - 3 3 国有財産台帳の価格改定

合計 - 819 819  
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４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の区分別収支の明細 

（単位：百万円）

一般会計
東日本大震災復

興特別会計
相殺消去 合算合計

Ⅰ業務収支

１財源

主管の収納済歳入額 2,261 - - 2,261

配賦財源 111,503 43 - 111,547

財源合計 113,765 43 - 113,809

２業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 19,132 △ 16 - △ 19,148

委託費 △ 67,556 - - △ 67,556

分担金 △　0 - - △　0

庁費等の支出 △ 23,256 - - △ 23,256

その他の支出 △ 3,436 △ 27 - △ 3,464

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 113,381 △ 43 - △ 113,425

(2)施設整備支出

工作物に係る支出 △ 383 - - △ 383

施設整備支出合計 △ 383 - - △ 383

業務支出合計 △ 113,765 △ 43 - △ 113,809

業務収支 - - - -

Ⅱ財務収支

財務収支 - - - -

本年度収支 - - - -

翌年度歳入繰入 - - - -

本年度末現金・預金残高 - - - -  

 

(2) 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 　 25

国有財産使用収入 　 1

小計 　 26

諸収入 許可及手数料 　 0

弁償及返納金 　 2,160

物品売払収入 　 5

雑入 　 68

小計 　 2,235

合計 　 2,261  
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参考情報 

 

１ 内閣の所掌する業務の概要   

 

  法律の規定に基づき内閣の下に置かれる機関（内閣府及び復興庁を除く。）としては、内閣官房、内閣法

制局、国家安全保障会議、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、都市再生本部、構造改革特別区域

推進本部、知的財産戦略本部、地球温暖化対策推進本部、地域再生本部、郵政民営化推進本部、中心市街地

活性化本部、道州制特別区域推進本部、総合海洋政策本部、宇宙開発戦略本部、総合特別区域推進本部、原

子力防災会議、国土強靱化推進本部、社会保障制度改革推進本部、社会保障制度改革推進会議、健康・医療

戦略本部、水循環政策本部、まち・ひと・しごと創生本部、サイバーセキュリティ戦略本部のほか、内閣の

所轄の下に置かれる機関として人事院がある。 

 

【内閣官房】  

 内閣法第 12 条には、内閣官房の所掌事務として、閣議事項の整理その他内閣の庶務、内閣の重要施策に関

する基本的な方針に関する企画立案・総合調整、閣議にかかる重要事項に関する企画立案・総合調整、行政

各部の施策の統一を図るために必要となる企画立案・総合調整、その他行政各部の施策に関するその統一保

持上必要な企画立案・総合調整、内閣の重要施策に関する情報の収集調査に関する事務、国家公務員に関す

る制度の企画立案に関する事務、国家公務員法第 18 条の 2（独立行政法人通則法第 54 条の 2 第 1 項におい

て準用する場合を含む。）に規定する事務に関する事務、国家公務員の退職手当制度に関する事務、特別職

の国家公務員の給与制度に関する事務、国家公務員の総人件費の基本方針及び人件費予算の配分の方針の企

画立案・調整に関する事務、国家公務員の人事行政に関する事務（他の行政機関の所掌に属するものを除く。）、

行政機関の機構及び定員に関する企画立案・調整に関する事務、各行政機関の機構の新設、改正及び廃止並

びに定員の設置、増減及び廃止に関する審査を行う事務を行うほか、内閣の事務を助けること等が規定され

ている。 

 

【内閣法制局】 

 法律問題に関し内閣並びに内閣総理大臣及び各省大臣に対し意見を述べ、法律案及び政令案の審査立案、

条約案の審査、内外及び国際法制並びにその運用に関する調査研究、その他法制一般に関する事務を行う。 

 

【人事院】  

 公務の中立・公平の確保と労働基本権制約の代償機能という責務を担うための中央人事行政機関として、

国家公務員法、一般職の職員の給与に関する法律、国家公務員災害補償法、国際機関等に派遣される一般職

の国家公務員の処遇等に関する法律、国家公務員の育児休業等に関する法律、一般職の職員の勤務時間、休

暇等に関する法律、国家公務員倫理法その他関係法令に基づき以下の事務を行う。 

（１）給与その他の勤務条件の改善及び人事行政の改善に関する勧告 

（２）採用試験、任免、給与、研修の計画の樹立及び実施並びに当該研修に係る調査研究、分限、懲戒、苦

情の処理その他職員に関する人事行政の公正の確保及び職員の利益の保護等 

（３）国家公務員の職務に係る倫理の保持 
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２ 内閣の組織及び定員 

 

 

- 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室
- 知的財産戦略推進事務局
- 空港・港湾水際危機管理チーム
- 総合海洋政策本部事務局
- 宇宙開発戦略本部事務局
- 新型インフルエンザ等対策室
- アイヌ総合政策室
- 郵政民営化推進室
- 沖縄連絡室
- 社会保障改革担当室
- 原子力発電所事故による経済被害対応室
- 東日本大震災対応総括室
- 原子力規制組織等改革推進室
- 日本経済再生総合事務局
- 教育再生実行会議担当室
- 国土強靭化推進室
- 拉致問題対策本部事務局
- 行政改革推進本部事務局
- 領土・主権対策企画調整室
- 健康・医療戦略室
- TPP（環太平洋パートナーシップ）政府対策本部
- 法曹養成制度改革推進室
- 消費税価格転嫁等対策推進室
- 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室
- 水循環政策本部事務局

- 人事給与業務効率化検討室
- まち・ひと・しごと創生本部事務局
- すべての女性が輝く社会づくり推進室
- エボラ出血熱対策室
- 産業遺産の世界遺産登録推進室

内
閣
官
房
長
官

（３
人

）

内
閣
危
機
管
理
監

内閣総務官

内閣総務官室
総理大臣官邸事務所

内閣官房副長官補

内閣情報官

内閣情報調査室

国際広報室

総理大臣官邸報道室

内閣衛星情報センター

（３人）

内
閣
情
報
通
信
政
策
監

国家安全保障局長

国家安全保障局

内
閣
総
理
大
臣
補
佐
官

（５
人
以
内

）

内
閣
総
理
大
臣

内
閣
官
房
副
長
官

内閣人事局長

内閣人事局

内閣広報官

内閣広報室

内閣サイバーセキュリティセンター長

内閣サイバーセキュリティセンター

平成26年度末定員
1048人

（3
人
）

内閣官房の機構図（平成２６年度末）
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　　　　　　　　　　内閣法制局の機構図（平成２６年度末現在）

（定員７７名）

内 閣 法 制 局 長 官

秘書官

内 閣 法 制 次 長

長

官

総

務

室

第

一

部

第

二

部

第

三

部

第

四

部

総

務

主

幹

部

長

部

長

部

長

部

長

参

事

官

館

長

憲

法

資

料

調

査

室

室

長

内

閣

法

制

局

図

書

館

総

務

課

会

計

課
(併任)

法

令

調

査

官

参

事

官

参

事

官

調

査

官

参

事

官
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1人 2人 1人

北海道（札　幌）、東北（仙　台）
関東（さいたま）、中部（名古屋）
近畿（大　阪）、中国（広　島）
四国（高　松）、九州（福　岡）

会長1人　委員4人

人事院の機構図（平成２６年度末現在）

総　 務　 課

企画法制課
 

平成26年度末定員　635名
人　 事　 課

会　 計　 課

国　 際　 課

職員福祉課

職員福祉局 審　 査　 課

補　 償　 課
人
　
　
事
　
　
院

事
 

務
 

総
 

局

企　 画　 課

試　 験　 課

人 材 局 研修推進課

特 別 職
事
務
総
長

首席試験専門官

総

裁

人

事

官

秘

書

官

給与第一課

給与第二課
給　与　局

給与第三課

生涯設計課

調 　整 　課

公 平 審 査 局 職員相談課

首席審理官

総　務　課

教  務  部 総   務   課

教務第一課
公務員研修所

教務第二課

教　授

調　査　課 （那　覇）

国家公務員倫理審査会 事 務 局

特　別　職

総　務　課

地 方 事 務 局 第　一　課

第　二　課

沖 縄 事 務 所
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３ 平成 26 年度歳入歳出決算の概要 

 (1) 平成 26 年度内閣の歳入決算 

   歳入予算額 2,033 百万円に対し、徴収決定済額は 2,265百万円、収納済歳入額は 2,261 百万円であっ

た。 

 

（単位：百万円）

会　　計　　名 歳入予算額 徴収決定済額 収納済歳入額

一般会計 2,033 2,265 2,261

計 2,033 2,265 2,261  

  

 (2) 平成 26 年度内閣の歳出決算 

   歳出予算現額 133,452百万円に対し、支出済歳出額は 113,809百万円、翌年度繰越額は 12,581百万円、

不用額は 7,062百万円であった。 

 

（単位：百万円）

会　　計　　名 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不用額

一般会計 133,386 113,765 12,581 7,039

東日本大震災復興特別会計 66 43 - 23

計 133,452 113,809 12,581 7,062  
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４ 公債関連情報 

   一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務

省に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省

庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示して

いる。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

 ① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                        7,391,512億円 

  ・当該年度に発行した公債額                        384,928 億円 

  ・当該年度の利払費                             75,954 億円 

 

 ② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配

分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち内閣配分額              13,496 億円 

  ・当該年度に発行した公債額のうち内閣配分額               969 億円 

 ・当該年度の利払費のうち内閣配分額                       137億円 
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